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議案第 29 号 

令和３年度津和野町一般会計補正予算（第９号） 

 令和３年度津和野町一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 292,502 千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 10,548,928 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第 213 条第 1 項の規定により、翌年度に繰り越して使用する

ことができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  令和４年３月４日提出 

津和野町長 下 森 博 之 
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第２表 繰越明許費 

                          （単位：千円） 

款 項 事業名 金額 

２．総務費 １．総務管理費
つわぶき交流センター建設事

業 
109,530

３．民生費 ２．児童福祉費 日原保育園建設事業 197,160

６．農林水産業費 ２．林業費
原木・チップヤード施設管理

用高所作業車調達 
10,340

８．土木費 １．土木管理費 地籍調査事業 48,932

９．消防費 １．消防費 防火水槽設置事業 8,000
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第３表 地方債補正 

１．変更                        （単位：千円） 

起債の目的 
補  正  前 補  正  後 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共事業等 4,000

証書借入 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借入

し、利率の

見直しを行

った後にお

いては当該

見直し後の

利率） 

借入先の定

めるところ

による。た

だし、据置

期間及び償

還期間を短

縮し、若し

くは延長

し、繰上償

還又は低利

に借換えす

ることがで

きる。 

16,700

証書借入 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借入

し、利率の

見直しを行

った後にお

いては当該

見直し後の

利率） 

借入先の定

めるところ

による。た

だし、据置

期間及び償

還期間を短

縮し、若し

くは延長

し、繰上償

還又は低利

に借換えす

ることがで

きる。 

公営住宅建設事

業 
56,000 23,100

一般単独事業 476,100 249,200

緊急防災・減災

事業 
28,000 25,400

辺地対策事業 82,300 68,100

過疎対策事業 1,165,000 1,132,900
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令 和 ３ 年 度  津 和 野 町 一 般 会 計 

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 
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1.特別職

2.一般職
(1)総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

備考

30 △ 12 △ 1,474

宿日直
手　当

住居
手当

特別住居
手当

赴任
手当

単身赴
任手当

38,774 1,628 8,053 649

職員手当
の

内　　訳

区　分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

期　末
勤　勉
手　当

211,579

223,086

△ 11,507

補正後 3,989 373 14,578 19,198 60

補正前 3,989 343 14,590 20,672 60

比　較

比　較 △ 5 △ 5,103 △ 28,361 △ 19,977 △ 53,441 △ 15,119 △ 68,560

243,133 1,254,741

補正前 420 205,467 535,198 324,384 1,065,049 258,252

補正後 415 200,364 506,837 304,407 1,011,608

1,323,301

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

△ 2,044 △ 2,044計 △ 7 △ 2,044

△ 2,044 △ 2,044
比　較

長　等

その他
特別職

△ 7 △ 2,044

262 105,526 30,826 136,352

補正前

計 1,217 65,755 22,860 16,649

議　員

49,478

その他
特別職

1,202 35,443 35,443 8,358 43,801

16,649

議　員 12 30,312 9,309 39,621

262 30,462 12,611 43,073長　等 3 22,860 7,340

9,857

262 103,482 30,826 134,308

33,399 8,358 41,757

43,073

議　員 12 30,312 9,309

7,340 262 30,462 12,611

39,621 9,857 49,478
補正後

長　等 3 22,860

その他
特別職

1,195 33,399

計 1,210 63,711 22,860

給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位：千円）

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 期末手当 地域手当

寒冷地
手　当

その他の
手　当

計
備考

単身赴
任手当

840

840

赴任
手当

632

632

41,779 1,628 8,852

時間外
勤　務
手　当

宿日直
手　当

住居
手当

48,355 1,628 9,290

△ 6,576 △ 438

特別住居
手当

649

649

補正前 324,384

職員手当
の

内　　訳

区　分 合　計

補正後 304,407

比　較 △ 19,977

転居手当

250

250

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 119 416,892 244,179 661,071 207,706 868,777

補正前 119 436,348 259,922 696,270 217,919 914,189

比　較 △ 19,456 △ 15,743 △ 35,199 △ 10,213 △ 45,412

職員手当
の

内　　訳

区　分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

期　末
勤　勉
手　当

時間外
勤　務
手　当

補正前 3,989 343 14,590 17,442 60 166,763 44,471

補正後 3,989 373 14,578 15,769 60 158,584 632 840

1,628 8,265 649 632 840

比　較 30 △ 12 △ 1,673 △ 8,179 △ 5,697 △ 212

職員手当

区　分 合　計転居手当
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イ　会計年度任用職員

(2)給料及び手当の増減額の明細

職
員
手
当

△ 19,977

制度改正に伴う増減分

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明

給

料

△ 28,361

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 28,361

育児休業による減
休職等による減
会計年度任用職員制度に伴う
増減

△14,224
△5,232

△8,905

その他の増減分 △ 19,977

管理職員特別勤務手当
扶養手当
通勤手当
期末勤勉手当
時間外勤務手当
住居手当
会計年度任用職員制度に伴う
増減

30
△12

△1,673
△8,179
△5,697

△212

△4,234

備　考

職員手当
の

内　　訳

補正後 244,179

補正前 259,922

比　較 △ 15,743

250

250

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 296 200,364 89,945 60,228 350,537 35,427 385,964

補正前 302 205,467 98,850 64,462 368,779 40,333 409,112

比　較 △ 6 △ 5,103 △ 8,905 △ 4,234 △ 18,242 △ 4,906 △ 23,148

職員手当
の

内　　訳

区　分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

期　末
勤　勉
手　当

時間外
勤　務
手　当

補正前 3,230 56,323 3,884

宿日直
手　当

住居
手当

特別住居
手当

赴任
手当

単身赴
任手当

補正後 3,429 52,995 3,005 799

1,025

比　較 199 △ 3,328 △ 879 △ 226

職員手当
の

内　　訳

区　分 合　計

本年度 60,228

前年度 64,462

比　較 △ 4,234

転居手当
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(3)給料及び職員手当の状況
①職員1人当たりの給与

②初任給

③級別職員数

※構成割合については、表示単位未満四捨五入のため合計が100.0%にならない場合があります。
(級別の標準的な職務内容)

行政職（一）

主事、技師、
保健師、保育
士又は社会福
祉士の職務

副主任主事、
副主任技師、
副主任保健
師、副主任保
育士又は副主
任社会福祉士
の職務

主任主事、主
任技師、主任
保健師、主任
保育士又は主
任社会福祉士
の職務

係長又は主幹
の職務

課長補佐、副
園長又は企画
員の職務

7級

計 112 100.0

7級

区　　　　分 1級 2級 3級 4級 5級

5級

112 100.0

補正前

1級

2級

13

13

11.6

11.6

1級

2級

3級

4級

32

25

28.6

22.3

3級

5級

6級

19

10

17.0

区　　　　分

大学卒

級 職員数 構成比(%)

補正後

11.6

11.6

1級

2級

28.6

22.3

3級

4級

17.0

8.9

（円）

平 均 年 齢

平 均 年 齢 （歳）

高校卒

（歳）

区　　分

補正前

平均給料月額 （円）

平均給与月額

区　　　分

補正後

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

298,141

340,700

39.9

298,141

342,762

39.9

行政職（二）

364,400

407,340

50.4

364,400

407,340

50.4

行政職（一）

行政職（一）
（円）

行政職（二）
（円）

－

－

150,600

182,200

行政職（一）
（円）

行政職（二）
（円）

国　の　制　度

150,600

182,200

147,900

－

10

8.9

6級 7級

会計管理者、課
長又は園長の職
務

参事の職務

7 100.0

級

行政職（一）

職員数 構成比(%)

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

計

13

13

32

25

19

計 7 100.0

行政職（二）

4級

5級 7 100.0

6級

7 100.0

6級

7級

計
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④昇給

⑤期末手当、勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上

支給率等 24.586875 33.27075 40.80375 47.709
定年前早期退職特例措置

1～21%加算

区　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
30年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.225 2.225 4.45 有

補正前 2.225 2.075 4.30 有

補正後 2.225 2.075 4.30 有

区　　　分
支給期別支給率

支給率計
（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
6月（月分） 12月（月分）

　比率（B）/（A） （%）

補
正
前

　職　員　数　 (A)人

　昇給に係る職員数　 (B)人

3号級（人）

106

6

7

1

76

20

1

3

95

3号級（人）

　比率（B）/（A） （%）

補
正
後

号級数別内訳

2号級（人）

4号級（人）

6号級（人）

8号級（人）

区　　　　　分

4号級（人）

　昇給に係る職員数　 (B)人

　職　員　数　 (A)人

号級数別内訳

2号級（人）

6号級（人）

8号級（人）

10

74

18

1

3

9

68

18

行政職（二）行政職（一）

代表的な職種
合　　計

119

106

112

99

7

7

89

119

113

7

82

20

1

3

95

1

6

100

7

1

3

88

112

6

100
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⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

住居手当 異なる
支給対象となる家賃額の下限：国16,000円、町12,000円
手当の上限額：国28,000円、町27,000円

通勤手当 同じ

扶養手当 同じ

区　　　　　　分 国の制度との差異 差　　異　　の　　内　　容

　給料総額に対する比率 （％） 0.01 0.01 －

　支給対象職員の比率
　　(令和3年4月1日現在)

(％) 12.61 13.39 －

区　　　　　　分 全職種
代表的な職種

行政職（一） 行政職（二）

　代表的な特殊勤務手当の名称 各種徴収外勤従事手当 各種徴収外勤従事手当 －
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